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アンケート調査の概要

○調査目的

消防指令システムの高度化等に向けた検討を進めるにあたり、全国の消防本部における現状や課題認識、
ニーズ等について調査する。

○調査期間・方法

・令和３年２月２６日（金）～３月２３日（火）
・調査表によるアンケート調査

○回答数

７３１本部等 ／ ７３１本部等 （回答率 １００％）
※複数の指令センターを持つ本部から複数回答されたものを含む。

○調査内容

①基本情報
消防本部規模、管轄エリアの特徴、指令システムの規模、共同化有無等

②課題・ニーズの定量化
前回検討会で示した消防本部からのヒアリング結果に対する考え

③費用・調達
調達に関する課題、異ベンダー間の接続、データ移行等

④通報・機能
緊急通報、外部システムとの連携、情報セキュリティ対策、機能カスタマイズ、クラウド利用等

⑤人材
システム担当の人材の状況、確保方策

⑥災害時の運用継続性
課題、対応策
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調達時のデータ移行

②円滑なデータ移行に向けて今後行うべき取組

【円滑にデータ移行するための工夫（主な回答）】

・既存システムのベンダーからデータ構成等の必要な技術情報が提供された。
・データ移行時に既存システムのベンダーから、データをエクセル、ＣＳＶ等に変換した形で提供してもらった。
・仕様書に明記して、対応してもらった。

【円滑に移行できなかった原因（主な回答）】

・データの移行ができず、職員による手入力を実施した。
・既存システムのベンダーが移行に必要な技術情報を開示しなかった。
・データ移行費用が高額となった。

①追加的なデータ移行作業の発生状況

問 異ベンダー製品への切替や既設設備との接続などで、データ移行作業が追加的に発生した経験はありますか。経験がある場合、
円滑にデータ移行するための工夫や、円滑に移行できなかった原因を回答ください。＜回答数：731＞

○回答： はい･･･104本部、 いいえ･･･627本部

問 データ移行作業をスムーズに行うために、今後行った方がよいと思う取組があれば回答ください。

・データベースの様式統一（文字等も含む） ＜多数意見＞
・データ移行作業を容易にするための出力様式統一や変換可能様式 ＜多数意見＞
・システムのインターフェイス共通化（指令システムと消防ＯＡの接続等）
・業務で使用する各種様式の標準化
・市町村他部局のデータベースとの連携
・同一ベンダーでのシステム更新
・その他

○指令システム等の更新時に、追加的なデータ移行作業が多くの本部で発生していることが確認された。
また、データ移行作業時に多くの本部で職員による手入力作業が発生していた。

○円滑なデータ移行を実現させるため、データベースの様式統一や、データ移行を容易にするための共通の
出力様式策定などを行うべきであると多くの本部が考えていた。

○回答
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緊急通報関連

①代理通報事業者からの通報

問 代理通報事業者（警備会社、高齢者見守りサービス、自動車事故自動通報等）からの通報について、課題と感じていることはありますか。
（当てはまるものを全て回答）

現場に人を派遣しない事業者では、状況が正確に把握できない

指令システムにデータ接続されない場合、業務の手間が増える

事業者によって通報品質に差がある
（通報時の情報内容や精度の違い、誤報フィルタリングの精度）

その他

②緊急通報の位置情報

問 119番緊急通報時に提供される位置情報について、向上等を期待することはありますか。（当てはまるものを全て回答）

GPS等による高精度な位置情報を取得できる割合向上

Wi-Fi等、GPS以外のデータによる位置情報精度向上
（地下、建物内等の位置情報取得）

近隣本部へ位置情報を転送できる機能の実現

高さ情報の追加

携帯電話事業者への発信者照会業務の簡略化

MVNO事業者等からの通報時の発信者照会の円滑化

提供される住所情報の緯度・経度情報への変換

その他
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○代理通報事業者からの通報に係る課題として、通報内容の不十分さ、不正確さが数多く回答された。

○緊急通報における位置情報提供について、情報の精度向上、近隣本部へのデータ転送、携帯電話事業者への
発信者照会業務の簡略化などが数多く回答された。

〇その他回答（主なもの）：
• 通報者への折り返し連絡が困難（連絡先が提供されない、
通報者が電話に出ない等）

• 一般回線や代表FAXなどに通報され、対応の手間が大きい
• 事業者の事前把握情報が不十分、災害点特定に時間がかかる
• 事業者ごとに通報様式や利用者契約内容が異なる
• 新しい緊急通報サービスや通信・通報手段について、事前の
情報提供と事業者への事前指導を消防庁が実施するべき。

• 事後対応方法の明確化（事後の問合せ対応方法、施錠等の
破壊を行った場合の補償等）

• 一部システムは高所得者向けであり社会的公平性に欠ける

〇その他回答（主なもの）：
• GPS情報の迅速な取得、自動取得、定期的な取得
• 山間部等での位置情報精度向上
• 携帯電話からの通報について契約者情報の自動提供
• 海外からの持ち込み端末からのGPS情報取得
• 発信者照会手続きの簡略化・オンライン化
• 全MVNO事業者の窓口24時間化
• カメラ起動による周辺情報の把握（位置把握）
• 固定電話からの住所情報の精度向上（誤入力、旧住所等）
• 新発信地表示システムの利用料金の低減
• 逆信時の相手先への119番表示
• カーナビと連携による走行車線の明確化

（本部） 19




